
1

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

412 施策 地域の子育て支援の充実

 子育て支援事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

4

市民ニーズ、社会的役割
・毎年、児童福祉施設の整備に伴う取り崩しを行う一方で、個人・法人・団体等
からの寄附を受けている。基金は、寄附者の善意に基づく事業であるため、基
金残高に注視しながら、中長期的な視点から計画的な取り崩しを行っていく必
要がある。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
こども笑顔輝き基金積立
事業

子育て支援課
子育て支援及び青少年の育成推進のために個人や法人、団体等から受けた寄附金をこ
ども笑顔輝き基金に積立する事業である。また、事業実施の際には基金から特定財源とし
て取り崩しを行い、事業実施財源に充てる。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

110
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・子育て支援施策として、就労保障、緊急保育、レスパイト（息抜き（子育て）・急用対応）等による一時
預かりを実施することで、保護者の経済的精神的負担の軽減につながっている。
・市からの補助はあるが大多数の民間の保育所等において、子供の行事等利用者の利用したい日が
重なることが多く、定員を超え申込を断る日もあれば、1～2名と利用者が少ない日があり、事業運営
に課題がある。今後、事業継続のためにも安定利用につながるような仕組みを検討する必要がある。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 一時預かり助成事業 子育て支援課
 子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、通常保育の対象とならない断続的・一時
的な就労保障、保護者の傷病等による緊急的事由、または育児負担の軽減等を理由とす
る一時預かり事業を実施する私立保育所等に対し、助成金を交付する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

12,017
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・事業運営については、効率的な開催に努めている。引き続き、有効かつ効率
的な開催に努める。
・子ども・子育て支援新制度が複雑なこともあり、議題の説明に時間を要し、審
議の時間が十分にとれないことがあることは、今後の検討課題である。

平成 30 年度

継続

実施区分

③
子ども・子育て支援審議

会
子育て支援課

子ども・子育て支援法に基づき、保育施設等の利用定員の設定及び子ども・子育て支援
事業計画の策定又は変更について意見を聴き、子ども・子育て支援施策に関し調査審議
するため、審議会を設置し、運営する。

事業全体が法定
事務

（千円）

4,194
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・子育て広場利用者アンケートからも満足度は高く継続すべきである。
・事業運営については、吹田市内の子育て環境の整備に貢献しており、継続すべきである。
・各広場において、開室時に整備したエアコンや冷蔵庫、床材などの備品の老朽化に伴う備品更新が
今後増えることが予想される。そのため、年次的更新計画を立て、事業運営に支障をきたさないよう
備品の更新を進めていく必要がある。
・事業の継続性を考えると担い手の確保等についても今後検討が必要である。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 子育て広場助成事業 子育て支援課

　子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、子育ての負担感を軽減するため、乳幼児
及びその親が気軽に集い、交流し、子育ての喜びや楽しみを共有できる「子育て広場」を
設け、子育てに関する相談その他の子育て支援に係る事業を行う団体に対し、補助金を
交付する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

37,056
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・閲覧数は毎年25万件を超えている。

・提供する情報については、引き続き利用者が必要とする情報の提供に努め
るとともに、最新の情報を迅速に提供できる仕組みについても検討していく必
要がある。
・市のホームページも含め情報提供の方法について、市民ニーズに沿ったも
のとなるよう検討を進めていく必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 子育て支援情報事業 子育て支援課
子育て支援サイト「すくすく」を通じて、子育て中の保護者が求める教育・保育施設等の施
設検索システムや各種子育てに関する情報提供を行う。また、当該サイトの維持、管理を
行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

208
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・子育ての孤立化や育児不安の軽減に資する事業であり、事業費としては適
正である。
・今後、各保育所等で創意工夫して実施している事業内容を確認し、事業紹介
等の情報発信を通じて、より事業効果が高まるよう努めていく。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
地域子育て支援センター
事業

子育て支援課

子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、育児教室、育児相談など育児不安の軽
減、子育てサークル支援や施設の一部開放など親子の交流の場として、保育所等を拠点
に地域の子育て支援を行う。事業を実施する私立保育所に対して、業務委託や一部補助
を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

50,766
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 子育て支援課



2

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　 子育て支援事業 4 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 412 施策 地域の子育て支援の充実

市民ニーズ、社会的役割
・事業開始当初より定員充足率は年々伸びており、育児負担軽減や児童虐待
の予防に重要な役割を果たしている。
・利用者はリピーターが多く、新規利用につながる市民ニーズが認められるた
め、開室日数を週3日から週5日に増やす方向で事業拡充の検討を進めてい
る。

平成 30 年度

拡充

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 児童会館一時預かり事業 子育て支援課
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、保護者の育児負担の軽減や
児童虐待の未然防止のため、一時預かりを実施。

事業の一部が法
定事務

（千円）

2,294
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② あかちゃんの駅推進事業 子育て支援課
外出中の乳幼児と保護者が気軽に立ち寄り、授乳及びおむつ替えができるスペースを有
する施設をあかちゃんの駅として登録し、周知することにより市民が安心して子育てを行う
環境整備を推進します。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

―
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・制度改正等がある場合、迅速かつ適切にシステム改修を行う必要がある。
平成 30 年度

継続

実施区分

③ システム改修事業 子育て給付課
制度改正に伴う児童手当・児童扶養手当・子ども医療費助成・ひとり
親家庭医療費助成システムの改修を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

881
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・定期的なシステムの保守業務を実施し、システムの安定的な稼働を維持す
る必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ システム保守事業 子育て給付課
児童手当・児童扶養手当・子ども医療費助成・ひとり親家庭医療費助
成システムに係る保守業務を委託し、システムの円滑な運用を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2,142
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・施設開設９年目で、施設の安全管理のための修繕や設備の更新等が必要
になってきており予算の増が求められる。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
のびのび子育てプラザ施

設管理事業
のびのび子育てプ

ラザ
施設の維持管理及び貸室の運営に関する業務を行う

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

12,294
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・のびのび子育てプラザに出向くことが困難な親子への支援の必要性がある
ため、館内での親子教室の運営等の工夫をし、可能な範囲で出張型親子教
室等を開催している。今後、市民ニーズに応じて定期的な開催等出張型事業
の拡充が求められる。

平成 30 年度

拡充

実施区分

⑥
のびのび子育てプラザ事

業
のびのび子育てプ

ラザ
年齢別親子教室や各種交流会、子育て講座、子育てサークル支援等
を定期的に開催することで、在宅での子育て家庭への支援を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

22,957
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



3

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　 子育て支援事業 4 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 412 施策 地域の子育て支援の充実

市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 一時預かり事業
のびのび子育てプ
ラザ

子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、在宅で子育て中の保護者の育
児負担の軽減と児童虐待の予防として、乳幼児を一時的に預かり、必要な保
育を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

11,895
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・援助会員の確保増が課題であり、広報活動と出張型入会講習会を積極的に行ったことで会員の確
保に繋がった。
・効果的かつ効率的な事業運営に向けて、委託等の検討を行ったが効果は低いことが明らかになっ
た。
・会員確保のための広報活動を進めたが、念のために入会している会員が多く、実際に利用している
会員は全体の２割に満たない。その状況の中で利用依頼に対してはほぼ対応できている。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
ファミリー・サポート・セン

ター事業
のびのび子育てプ

ラザ

子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、子育ての援助ができ
る市民と援助を受けたい市民を会員として組織し、子育ての相互援助
活動を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

6,476
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・相談件数の増加に伴って、相談内容も多岐にわたっているため適切な支援に繋げる

ための情報収集等が求められる。
・同時に、関係機関との連携強化も必要でそのために「吹田版ネウボラ」が機能すること
が課題。
・身近な所で敷居の低い相談も求められるため、出張での相談の充実に向けた拡充の
検討が必要。

平成 30 年度

継続

実施区分

③
子育て支援コンシェルジュ

事業
のびのび子育てプ

ラザ

子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、子育て家庭の相談に応じ、そ
の個別のニーズを把握し適切な支援に繋げるとともに、必要な子育て支援機
関との連携を進め支援の充実を図る。

事業の一部が法
定事務

（千円）

1,766
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・平成30年5月に南千里保育園で新たに事業を実施し、供給量を増やしたが、
それでも吹田市子ども・子育て支援事業計画において示された高いニーズに
答えるまでには至っていない。私立保育園は待機児童対策のため一時預かり
事業に十分に対応することが難しい状況であり、今後公立保育所での実施箇
所を増やすことも検討する必要がある。

平成 30 年度

拡充

実施区分

④ 一時預かり事業 保育幼稚園室
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、家庭で保育を受けるこ
とが一時的に困難となった乳幼児を保育所で一時的に預かり、必要
な保育を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

25,639
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　私立幼稚園及び認定こども園の在園児の保護者への子育て支援を充実させるため、安定した体制
確保に寄与している。ただ、現状としては、事業基準があるなかで、専従職員を確保して事業を実施
する施設が少ない。今後は、幼児教育・保育の無償化の対象に、保育の必要性があると認められる
児童が利用する場合の預かり保育利用料が含まれることになるため、預かり保育に対する市民ニー
ズは高まるものと思われる。そうした中、国の補助事業も拡充されており、市単独事業として実施して
いる保育対応型幼稚園助成事業との整理も必要である。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 一時預かり事業 保育幼稚園室
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、私立幼稚園及び認定こども園が幼稚園型
一時預かり事業として標準教育時間の前後に在園児の預かり保育を行う場合に、その実
施に要する費用の一部を補助する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

2,050
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

保護者が求めるきめ細やかな情報提供を継続するために、相談専門員の知
識向上が必要であるが、幼児教育・保育無償化等制度が複雑化し、情報量が
膨大になってきているため、相談専門員の育成に時間がかかる。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
子育て支援コンシェルジュ
事業

保育幼稚園室
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、各家庭のニーズに
合った保育に関する施設利用や事業の円滑な利用を促す。

事業の一部が法
定事務

（千円）

2,013
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



4

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

公立の幼稚園及び幼稚園型認定こども園では、平成30年度(2018年）に、全園で長期休
業中及び水曜日の預かり保育事業をほぼ全日実施したことで、前年より提供日数を増
やしたが、のべ利用者数が平成29年度(2017年）17,623人から平成30年度(2018年）
17,616人とほぼ横ばいで推移しており、市民ニーズについて検討する必要がある。（利
用実績は公立幼保連携型認定こども園の一時預かり事業（幼稚園型）の実績を含む。）

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥ 一時預かり事業 保育幼稚園室
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、公立幼稚園及び公立
幼稚園型認定こども園の一時預かり事業（幼稚園型）の実施

事業の一部が法
定事務

（千円）

23,588
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 公立の幼稚園及び幼稚園型認定こども園では、平成30年度(2018年）に、全園で長期休

業中及び水曜日の預かり保育事業をほぼ全日実施したことで、前年より提供日数を増
やしたが、のべ利用者数が平成29年度(2017年）17,623人から平成30年度(2018年）
17,616人とほぼ横ばいで推移しており、市民ニーズについて検討する必要がある。（利
用実績は公立幼稚園及び公立幼稚園型認定こども園の一時預かり事業（幼稚園型）の
実績を含む。）

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤ 幼稚園型一時預かり事業 保育幼稚園室
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、公立幼保連携型認定
こども園の一時預かり事業（幼稚園型）の実施

事業の一部が法
定事務

（千円）

1,567
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

実施施設数が吹田市子ども・子育て支援事業計画の目標値に達していないため、実施施設数を増や
す必要がある。
利用児童の病気によっては同じ部屋で保育できるため、情報共有すれば他の病児保育室と連携し
て、より多くの児童を受け入れることができるが、現状では十分な情報共有が取られていない。
小学生の利用について、ニーズが高まってきているが、現在の実施箇所数では乳幼児の保育に対応
するしかできない状況となっている。

平成 30 年度

拡充

実施区分

④ 病児・病後児保育事業 保育幼稚園室
子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき、保護者が就労等で病
気の児童や病気回復期の児童を一時的に保育できない場合の受入
れ。

事業の一部が法
定事務

（千円）

61,196
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・公立幼保連携型認定こども園は経験豊富な保育士が多く、地域の子育て支
援に重要な役割を担っているが、正職の配置をしていることから人件費が高く
なっている。

平成 30 年度

継続

実施区分

③
地域子育て支援センター
事業

保育幼稚園室
主に遠くに出歩くことが困難な乳幼児を持つ保護者に対し、。公立幼
保連携型認定こども園が育児教室や育児相談を実施したり、仲間づ
くりに携わる事業。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

116
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・公立保育園は経験豊富な保育士が多く、地域の子育て支援に重要な役割を
担っているが、正職の配置をしていることから人件費が高くなっている。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
地域子育て支援センター
事業

保育幼稚園室
主に遠くに出歩くことが困難な乳幼児を持つ保護者に対し、公立保育
所が育児教室や育児相談を実施したり、仲間づくりに携わる事業。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

1,010
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

核家族化の進む中、地域での子育て支援の必要性は高まっており、公立幼稚
園での事業の実施は必要である。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 子育て支援活動事業 保育幼稚園室
幼稚園が地域の幼児教育センターとして、施設や機能を開放し、積極
的に子育てを支援していくため、参加・参画者に保険をかける。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

168
※課題があるものは■

管理事業　　　　　　　　　　　　　　 子育て支援事業 4 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 412 施策 地域の子育て支援の充実


